
 

 

※日本共産党の活動をお知らせします。 

感染が不安の人は 

岩手県の一般検査事業で 無料検査を 
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    地元担い手の活発な報告も 

地元からの若手 3 名の活動にも会場か

ら強い関心が寄せられました。 

 広田町の大和田さんは、カキを専用カゴ 

に入れ波の力を利用して成長させ、環境改善

も考えている取組。越喜来の中野さんは、早朝

からのホタテ養殖作業の働き方改革のとりく

み、米崎町の佐々木さんは、三代つづくカキ養

殖を引き継ぎながら、生産・販売流通の工夫

や、貝毒対策への考えを発言し、会場との活発

な質問や意見交換も行われました。 

 

 岩手県でも気仙管内でも感染が一気に拡大しています。岩手県は無料

検査事業を 8 月 31 日まで延長し、検査をよびかけています。大船渡保

健所管内では４事業者（薬局など）が実施しています。 

●コールセンター  

岩手県 PCR等無料受検相談センター 

  019‐653‐6533 9～18時（平日のみ） 

●検査対象 感染不安を感じる岩手県民の方 

（熱や咳等の症状がない） 

   ・感染拡大の地域を往来した方 

   ・感染拡大した地域の方と長い時間飲食などを共にした方 

   ・仕事等で感染拡大地域の方との接触の機会が多い環境にある方 

●大船渡保健所管内の検査機関（名称・検査場所） 

検査機関   所在地 電話番号 PCR 抗原 

ツルハ高田北店 竹駒町字滝の里 54‐4268 〇 〇 

ユタカ薬局 盛町内ノ目 21－1560 〇 〇 

アイン薬局 大船渡町字山馬越 21－3230  〇 

●検査の流れ 

 ①薬局など検査機関を選び、事前予約か直接訪問 

 ②検査機関を訪問し、申込書等の記入し、その場で検査（鼻腔などか

ら検体採取） ※身分証明書（運転免許証、健康保険証など）持参 

 ③検査結果通知書を受け取る。 ※結果通知書は約 20 分後、PCR は翌日 

        ※最近は検査キット不足などの状況も出ているそうです。 

●検査費用 無料     検査結果が陽性だった場合  

         速やかに受診・相談センターにご相談を。また、検

査機関から保健所に連絡する場合があります。 

「海洋放出」へ対案も提示  

 21世紀の水産を考える会 

 来年春に狙われている東京電力福島 

第 1 原発事故の汚染水海洋放出については、栗原春樹氏

（21 世紀の水産を考える会）は中止すべきと主張。海洋

放出に変わる代替案として、原発建屋内への地下水流入

を止めて汚染水をこれ以上増やさず、大型タンクでの陸

上保管や、地下 1200ｍへの大規模貯留などを具体的に

示しながら、政府の真剣な検討を求めました。 

食と漁の地域未来フォーラム 

 

海の豊かさを守ろう  

持続可能な漁業へ活動を交流 
 国連は持続可能な開発目標（SDGｓ）で「海の豊

かさとを守る」を掲げています。27日、、小規模・

沿岸漁業の振興や水産資源の管理について考える

「第 6 回食と漁の地域未来フォーラム」が陸前高

田市のコミュニテイ多目的ホールで開かれまし

た。 

 ＪＣＦＵ全国沿岸漁民連絡協議会、岩手県漁民

組合、岩手県農民連、21 世紀の水産を考える会の

共催です。陸前高田市の菅野泰浩水産課長も来賓

あいさつし、漁業者や自治体関係者、地方議員ら約

50 人が参加、藤倉泰治、大坪涼子、伊勢純議員も

参加しました。 

 二平章・茨城大学客員研究員は、小規模家族農

業・漁業が世界の全農業・漁業経営体の 9 割以上を

締め、食料の 8 割を生産していると紹介。国連が

2022 年を「小規模伝統漁業・養殖漁業年」として  

定め、その役割が再評価され支援が求 

めらていると強調しました。 

 

操業制限でキンメ漁獲量日本一に  

千葉勝浦・沿岸小型漁船漁協 

千葉県勝浦市でキンメダイの資源管理に取り組

んでいる同県沿岸小型漁船漁協の役員らが報告。酒

井光弘副組合長は、「かつて漁船漁業は『いっぱい獲

っていっぱいもうけよう』という漁業だった。操業

時間の制限や禁漁期間の設定、隻数の制限などが実

を結び、千葉県のキンメ漁獲量は日本一です。先代

の方々がやってくれた資源保護の“貯金” 

のおかげでキンメが残っている」と語り 

ました。 

 

陸前高田市の支援策にも関心 

陸前高田市の漁業支援も紹介。広田湾漁協と市に

よる新規・跡継ぎ就業者への支援（新規は上限総額

395 万円）や、今年度の燃油高騰対策としてデイー

ゼル漁船への補助事などが、漁業者の声をもとに実

現されたことを地元の伊勢純市議が報告しました。  

●大型タンクによる陸上保管／モルタル固化による処分     ―原子力市民委員会が紹介 

●大深度地中貯留（地中 1200ｍ程度を掘削し、汚染水を地下に圧入）  ―JCFU沿岸漁民連絡協が紹介  
代替案 

県沿岸漁協チラシから 
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